
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

合併大規模農協のグランド・デザイン

最近，ある大規模農協を訪問し，常務，金融部長と話をする機会を得た。そのとき二人
から言われたことは「合併大規模農協で成功している事例があったら教えて欲しい」とい
うことであった。先進的な農協でこれまでも新しいことに先駆的に取り組んでいる農協の
経営層からこのような問いかけがあるとは予想しなかった。
常務と部長は合併大規模農協が抱えている問題として，組織問題，事業問題，経営管理

問題を挙げた。組織問題については，たとえば，事業推進にしても組合員組織を利用した
推進から職員による恒常推進に変わり，また，総代会の事前説明会も効率化のために回数
を減らしたりしたために，「日常，組合員の視野に農協が入らなくなっている」という。
「“組合員の農協離れ”が起きているのですね」と相づちを入れたら，「いや違う。“農協の
組合員離れ”が起こっているのだ」と語った。大規模農協では協同組織性が薄れつつあり，
経営基盤の弱体化をもたらしている可能性があるかもしれない。
事業問題については，いろいろあるが，印象的であったのは，「売る商品はある。売る

相手も分かっている。売り方が分からないだけだ」という言葉であった。この言葉の真意
をどう解釈するかは難しいが，ひとつの理解としては職員養成，職員の動機づけ，提案営
業のノウハウなどの悩みと受け取ることが出来よう。とくに渉外担当者の養成については
苦労しているという声を他の農協でも数多く聞いており，全国的に共通する課題であるよ
うにも思われる。
経営管理問題では，都市部あり，農村部ありで立地条件，経営状況が全く異なる広域の

マネジメントの難しさを語り，合併後10年間は職員待遇などの地域間の調整や不良債権処
理などに心血を注いできたこと，合併後10年が経過し，やっと人事制度などで新機軸を打
ち出せるようになってきたことなど，前進は見られるが，地銀規模の資金量を抱えている
わりにはマネジメント体制の変革が遅れていると自らの組織を分析していた。
対照的に，都市部の非合併小規模農協のなかには組織的な結びつきも強く，事業的にも

堅調なところもみられる。そこに共通している点は，マネジメント層の考えが職員に理解
されていること，職場での情報の共有化が図られていること，顧客の相談に対する対応力
に優れ，組合員・利用者から信頼と信用を得ていること，職員の専門性を育てるために
OJTや資格取得などの職員教育がきちんと行われていること，信用・共済・不動産・資産
管理相談・農業関連事業などが連携し，バランスがとれていることなどが挙げられる。
これらのことは，小規模だから可能で合併大規模農協では不可能だとは考えたくない。

しかし，大規模化が農協の組合員離れを起こしている可能性もある。農協には組織事業体，
地域事業体，総合事業体という三つの特質がある。都市化という時代の流れのなかで「農」
を核とした総合事業性のバランスが崩れ，協同組織性も弱化している。合併大規模化は経
営体としての強化をねらったものだが，反面，協同組織性の弱まりに拍車をかけたともい
える。我々は真摯に合併大規模化の課題と解決の方途を考え，将来に向けてのグランド・
デザインを描くことが必要であろう。そして，いつの日か，前述の常務，部長と合併大規
模農協の将来の夢を語り合えるようになりたいと願っている。

（（株）農林中金総合研究所取締役調査第一部長　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，『農林

漁業金融統計』から最新の統計データがこの

ホームページからご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2005年９月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・アジアのFTAについて考える

・日本の酪農業とWTO農業交渉

【協同組合】

・JA上伊那における事業組織改革と将来を展望した

取り組み

【組合金融】

・新会社法の概要について

【国内経済金融】

・銀行の経営改革と収益構造の変化

・銀行のリスク管理について－１

――銀行のリスク管理実務・経営と監督行政の変貌――

・郵便貯金銀行のビジネスモデル

・個人投資家向け社債について

――個人金融資産の動向と投資家保護――

・地域金融機関と地方公共団体

――指定金融機関業務の変化――

【海外経済金融】

・中国の貿易構造と貿易政策
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